
利用者負担の区分

（１） 一般：市町村民税課税世帯

（２） 低所得２：市町村民税非課税世帯（（３）を除く）

（３） 低所得１：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人の年収が８０万円以下の方

（４） 生活保護：生活保護世帯

障害者自立支援法における利用者負担の基本的な枠組み

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担限度額を設定。
② 低所得の通所サービス利用者については、更に、食費負担額の軽減措置を実施。
③ 低所得の入所施設利用者については、更に、個別減免、補足給付（手許金制度）を実施。

サービス量

負
担
額

定率負担（１割）
（サービス量に応じ）

一 般
３７，２００円

低所得２
２４，６００円

生活保護
０円

低所得１
１５，０００円

月額負担上限
（所得に応じ）

低所得２
３，０００円

(通所１，５００円)

生活保護
０円

低所得１
１，５００円

＜原 則＞

一般
（所得割１６万円未満）

９，３００円

一般
３７，２００円

【障害者（２０歳以上）の場合】

＜原 則＞

＋

＜個別減免＞

・収入66,667円ま
では利用者負
担ゼロ。
・66,667円を超え
るときは、超え
る額の半額を上
限に。

食費等を負担し
ても手許金
25,000円（障害
基礎年金１級は
28,000円）を残
す。
（生活保護の場
合は食費等の
負担額を全額給
付）

＜補足給付＞

＋

【通所サービ
スのみ】

食費のうち、
人件費相当
分を給付し、
利用者の食
費負担を食
材料費相当
に

＜食事提供体制加算＞

入 所居宅・通所

低所得の利用者負担を無料とする
（平成２２年４月～）



利用者負担の軽減について
○ 連立政権合意において「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、利用者の応能負担を基

本とする新たな総合的な制度をつくることとしている。

○ 応能負担への第一歩として、平成22年度予算において、低所得（市町村民税非課税）の障害者等につき、
福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とする。

○ 施行期日：平成22年4月1日

○ 所要額：107億円

○ 負担軽減の対象者数

・ 福祉サービス：41万人（障害者39万人、障害児2万人。平成21年7月国保連データ等による推計）

・ 補装具：16万件（平成20年度実績等による推計）

（参考：現行の負担上限額一覧）

区分
生活保護
世帯

市町村民税非課税世帯 一般（市町村民税課税世帯） 世帯の範囲

低所得１ 低所得２
市町村民税所得割

者 児
16万円未満 28万円未満 46万円未満 46万円超

福祉サービス（居宅・通所）
【障害者】

0円 1,500円
3,000円

通所：1,500円
9,300円 37,200円

本人
及び
配偶者
※

住民
基本
台帳上
の世帯
※

福祉サービス（居宅・通所）
【障害児】

0円 1,500円
3,000円

通所：1,500円
4,600円 37,200円

福祉サービス（入所施設等）
【障害者（20歳以上）】

0円
個別減免

0円～15,000円
個別減免

0円～24,600円
37,200円

福祉サービス（入所施設等）
【障害者（20歳未満）・障害児】

0円 3,500円 6,000円 9,300円 37,200円

補装具 0円 15,000円 24,600円 37,200円
全額

自己負担

※原則として費用の１割を負担。ただし、以下のとおり負担の上限額を設定。

※ 施設に入所する20歳未満の障害者又は障害児については、当該障害者又は障害児を監護する者（保護者等）の属する世帯とする。


